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１． 目的 
 
患者から求めがあった場合に保険医療機関等が発行に努めることとされた、詳細な医療

費の内容が分かる明細書の発行状況の把握を目的とした。 

 
２． 調査対象 

 
全国の病院、診療所、歯科診療所、保険薬局からそれぞれ 1,000 施設を無作為抽出（都

道府県別に層化）し、計 4,000 施設を対象とした。なお、歯科診療所については「歯科診

療における文書提供に対する患者意識調査」の対象と、保険薬局については「後発医薬品

の実施状況調査」の対象と同一である。 

 
３． 調査方法 

 
本調査は、無記名による自記式調査票の郵送配布・回収とした。歯科診療所には、本調

査票と「歯科診療における文書提供に対する患者意識調査」調査票を同封して、保険薬局

には、本調査票と「後発医薬品の実施状況調査」調査票を同封して、配布した。調査実施

時期は平成 18 年 11 月中とした。 

 


